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「秘密保護法」廃止へ！実行委員会　学習会
秘密保護法・ここが問題だ！
秘密法廃止運動の課題と展望
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　海渡　雄一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日弁連秘密保護法対策本部副本部長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「秘密保護法」廃止へ！実行委員会）
「自由で拘束されない新聞のみが、政府の欺瞞を効果的にあばくことができる。そして自由な新聞の負う責任のうち至高の義務は、政府が国民を欺き、国民を遠い国々に送り込んで異境の悪疫、異国の銃弾に倒れるのを防ぐことである。」

フーゴ・Ｌ・ブラック判事

（1971年6月ニューヨークタイムス事件最高裁判決における同判事意見より）
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第１　秘密法で何が秘密とされるのか
１　防衛秘密
　今回の法制化につながる動きは、２００７年８月に日本政府とアメリカ政府はGSOMIA（軍事情報包括保護協定）を締結したときに遡る。自公政権の時から有識者会議は立ち上げられていた。２０１１年１０月７日、民主党政権の下で、情報保全に関する検討委員会は、秘密保全法制を制定するべきだと決定した。

この有識者会議による報告が、特定秘密保護法案（以下「秘密保護法案」あるいは単に「秘密法」と略記する）へと法案化される過程で、何を特定秘密とするかという点については、若干の変遷が見られる。「国の安全」は「防衛に関する事項」と言い換えられている。防衛に関する事項は別表において、次のように定義されている。

「一　防衛に関する事項／イ　自衛隊の運用又はこれに関する見積もり若しくは計画若しくは研究／　　　ロ　防衛に関し収集した電波情報、画像情報その他の重要な情報／ハ　ロに掲げる情報の収集整理又はその能力／ニ　防衛力の整備に関する見積もり若しくは計画又は研究／ホ　武器、弾薬、航空機その他の防衛の用に供する物（船舶を含む）の種類又は数量／ヘ　防衛の用に供する通信網の構成又は通信の方法／ト　防衛の用に供する暗号／チ　武器、弾薬、航空機その他の防衛の用に供する物又はこれらの物の研究開発段階のものの仕様、性能又は使用方法／リ　武器、弾薬、航空機その他の防衛の用に供する物又はこれらの物の研究開発段階のものの製作、検査、修理又は試験の方法／ヌ　防衛の用に供する施設の設計、性能又は内部の用途」

日本国内で活動する自衛隊と米軍に関する情報で、ここに含まれないものがあるのだろうか。基本的に自衛隊の活動について、政府が秘密にしたいと考えれば、何でも秘密にできるのではないだろうか。ここには、後にツワネ原則に関連して述べるように、「何を秘密にしてはならないのか」という視点が欠落しているのである。
GSOMIA協定が、目指していることは、日米の軍事協力の一体化への進展、日米防衛企業によるミサイル防衛システムなどの共同開発である。GSOMIA６条は、軍事情報を提供した国の了解なしに第三国に情報を提供してはならないことを定め、２条は軍事情報を提供した国と同程度の保護措置を要求している。日本政府とその中枢に近い経済界は、兵器の開発をアメリカと協同し、これを世界に売れる体制を目指している。まさに、「死の商人」になろうとしているのである。これらの多くの会社が原発メーカーとも重なっている。
２　外交－外交交渉の秘密は自明か－　
外交は国と国との交渉であるから、その情報が外部に漏れてしまうと交渉が成り立たないという説明は一見わかりやすい。しかし、本当にそうだろうか。

この問題を考える上で、どうしても触れておかなければならないのは、沖縄返還をめぐる日米間の密約である。二つの密約があったとされる。一つの密約は西山記者事件で問われたもの。沖縄返還協定に際し、公式発表では米国が支払うことになっていた地権者に対する土地原状回復費400万ドルを、実際には日本政府が肩代わりして米国に支払うという密約があったというものである。

この密約について報道し、密約文書を国会議員に手渡した西山太吉毎日新聞記者は外務省事務官とともに国家公務員法違反で起訴された。一審判決（１９７４年１月２４日）は、西山記者の行為は、手段の相当性にはかけるものの、目的の正当性を認め、秘密が守られることによる外交交渉の能率的・効率的運営という利益と、取材活動による外交交渉の民主的コントロールという利益等を比較衡量し、後者の重大性に比べて、秘密が守られることによる利益はそれほど大きくないとして、無罪の判決をした。この判決の考え方は後述するツワネ原則の考え方に通ずるものである。しかし、東京高裁は逆転有罪とし、最高裁判決もこれを維持した。最高裁判決は一般論としては、「報道機関が、公務員に対し、秘密を漏示するようにそそのかしたからといって、直ちに当該行為の違法性が推定されるものではなく、それが真に報道の目的からでたものであり、その手段・方法が法秩序全体の精神に照らし相当なものとして社会観念上是認されるものである限りは、実質的に違法性を欠き、正当な業務行為である。」とした。しかし、本件の取材行為の性格だけに着目して取材対象者の人格を著しく蹂躪した本件取材行為は正当な取材活動の範囲を逸脱するとしたのである。この最高裁判決は日本の報道機関が国家秘密、外交秘密にチャレンジしてこれを明らかにしようとする精神を著しく萎縮させてきたといえる。

もう一つは核密約と呼ばれるもので、佐藤首相の密使を務めた若泉敬が「１９６９年１１月に佐藤・ニクソン会談後の共同声明の背後に、有事の場合は沖縄への核持ち込みを日本が事実上認めるという秘密協定に署名した」と１９９４年に発表した著書『他策ナカリシヲ信ゼムト欲ス』で証言した*
。興味深いことは、同書において若泉の友人として登場するキッシンジャーの側近がモートン・ハルペリン氏である。同氏は、ツワネ原則の起草者のひとりであり、秘密保護法について、２１世紀最悪の安全補償法であると述べた。

２００７年には、信夫隆司(日本大学教授)による米国立公文書館での機密指定解除公文書調査によって、交渉当事者であったキッシンジャー大統領補佐官が１９６９年１１月１９日から２１日にかけての日米首脳会談に向けニクソン大統領にあてた核密約締結手順を記載したメモが発見された。核密約は当時の日本政府の公式に表明されていた非核三原則にも反する内容のものであった。

外交秘密を特定秘密とする制度はこのような沖縄密約や核密約などの政府が公にできないような密約を長期にわたって国民の目から隠すことを可能とする。民主主義政治のあり方が真正面から問われているのである。

２００９年３月西山氏らは沖縄返還密約情報開示訴訟を提訴した。２０１０年４月東京地裁は「国民の知る権利を蔑ろにする外務省の対応は不誠実と言わざるを得ない」として外務省の非開示処分を取り消し、文書開示と損害賠償を命じた。２０１１年９月東京高裁は「政府が文書はあったが廃棄済みで存在しないと言っているからそれを信じるしかない」として逆転敗訴判決がなされた。しかし、密約の存在は認めている。

外交上の秘密については、交渉中には秘密性が求められるとしても、交渉成立後には原則としてすべての交渉経過を明らかにすることとし、今後の交渉に悪影響を及ぼすような特殊な秘密についても、１０年ないし２０年以内には全情報が公開されるような法的仕組みが必要である。
４　諜報の防止とテロ対策
「秘密保全のための法制の在り方に関する有識者会議」では、「公共の安全と秩序の維持」に関する分野を秘密の対象とするとされた。これが、「テロリズムの防止」と言い換えられた。諜報とはスパイのことで、「スパイの防止とテロ対策」となる。これは、警察庁や公安調査庁などの公安機関の持つ情報を対象として秘密指定しようとしているものだ。

秘密保護法の別表では、「四　テロリズムの防止に関する事項／イ　テロリズムによる被害の発生若しくは拡大の防止（テロリズムの防止）のための措置又はこれに関する計画若しくは研究／ロ　テロリズムの防止に関し収集した外国の政府又は国際機関からの情報その他の重要な情報／ハ　ロに掲げる情報の収集整理又はその能力／ニ　テロリズムの防止の用に供する暗号」とされている。この中でも、「テロリズムによる被害の発生若しくは拡大の防止（テロリズムの防止）のための措置」「その他の重要な情報」などの概念はどこまでも広がりうる。

公安警察活動に関する情報などは、原発反対運動や基地反対運動などの市民活動などの極めて大きな範囲の情報が含まれうる。有識者会議報告にはこのカテゴリーにどのような情報が含まれるのか、ほとんど説明らしい説明はなかった。
私たちが、市民の知る権利を侵害する秘密保護法案の廃案を求めるため国会前での行動を続けていた昨年１２月はじめに、石破自民党幹事長が発言したのを覚えておられることだろう。彼は、「絶対反対を叫んでいる声はテロリスト同然だ」と言った。まさしく本音が出たという感じがした。秘密保護法が何を狙っているのかが、多くの人々に一気に明らかになった瞬間であった。

この法律がまさしく、戦争に反対したり、秘密保護法に反対したり、原発の再稼働に反対したりしている人々を「テロリストだ」と規定して、監視と取り締まりの対象にしようとしている。治安維持法の下で、共産党だけでなく、宗教者や自由主義者、ジャーナリストも口を封じられていった歴史が繰り返される危惧を感じる。公安警察の問題については、「第４公安警察が特高警察として生まれ変わる」で詳論する。
第２　戦争準備のための刑事弾圧立法である
１　戦争は政府のウソから始まる
近代戦争においては、戦争遂行に国民の同意が必要である。すくなくとも、強い反対がない状況でなければ、戦争は遂行できない。

しかし、今回制定された秘密保護法の下では、なにが秘密にされるか分からない。ちゃんと秘密が指定されていることを確認する手続きがない。まともな第３者機関もない。そして何よりも「政府に不都合なことは秘密にしてはいけない」という事がこの法律の中には書いていない。

『ベトナム秘密報告　米国防総省の汚い戦争の告白録』（1972　サイマル出版会）という本がある。アメリカ軍がベトナムに本格的に介入するきっかけになった1964年8月の、北ベトナム海軍によるトンキン湾の魚雷攻撃事件の2回目はまさしくこのペンタゴン・ペーパーズの中に「アメリカ側で仕組んで捏造した事件だった」と暴露されている。

アメリカがイラクを攻める時にパウエル国防長官は国連の場で、「イラクのフセイン政権は大量破壊兵器をつくっている」と説明した。しかし、イラクからは大量破壊兵器は発見されなかった。イラク戦争も政府のウソから始まった。

安倍首相は戦争をやろうと思っている可能性がある。そうすると何かきっかけをつくろうとするだろう。そしてそのきっかけのために仕組んだ事を秘密にしようとするはずだ。そしてその秘密を暴こうとする人間を刑務所にぶち込もうとする。その時に使われる法律が、秘密保護法だ。

　昨年の国際情勢で特筆すべきことは、シリアにおける化学兵器の使用をきっかけに、米英がシリアに軍事介入しようとした。このとき、ロシアが反対し、イギリスの議会も否決する中で介入が食い止められた。真相がわからないのに、戦争を始めようとした米英の計画がストップしたことは大きな一歩だ。ウィキリークスやスノーデン氏の努力によって、世界の市民がだまされにくくなっているあらわれだ。
２　戦争モードの社会意識を醸成する秘密保護法
秘密法の制定は、戦前の例を見てもわかるように、戦争への道に直接つながっている。負けている戦争の真実が隠され戦争が続き、多くの命が失われた。市民をスパイ視する秘密保護法は国民の相互不信と監視社会化、密告社会をもたらす。戦争反対の声は、スパイ・非国民のレッテルが貼られ、社会から抹殺されていく可能性がある。
（写真キャプション　１９４１年５月　全国防諜週間　この半年後に太平洋戦争が始まった。毎日新聞より）
３　内部告発公務員やジャーナリストの処罰を防ぐ保障がない
刑事法としてみた時の秘密保護法の欠陥も極めて深刻である。

公務員だけでなく、ジャーナリスト・市民も「特定取得行為」の罪によって、既遂に至らない未遂、独立教唆・共謀・煽動の段階から処罰される。秘密が漏れるはるかに前の段階で、まさに秘密に近づこうとする行為を非合法化しようとしているのである。

最高刑は１０年の厳罰だ。政府の違法行為を暴いた内部告発者やジャーナリスト、市民活動家を守る仕組みは規定されていない。

刑事法的には、禁止されている行為が明確にされていることが必要であるが、特定秘密に指定されている情報であるかどうかは、外部から取材するジャーナリストなどには明確となっていないことが考えられる。

また、政府の違法行為が特定秘密に指定されていた場合、これを内部告発として公にした公務員を処罰してはならないことは、法に規定されていない。内部告発者を民事的に保護することを定めている公益通報者保護法の対象となるような情報が特定秘密に指定されていた場合、これが漏えいされた場合二度のように取り扱われるかは、法律上も明確でない。

特定取得行為は、「特定秘密を保有する者の管理を害する行為」を手段として特別秘密を直接取得する場合に成立する。法には窃取、不正アクセス、侵入、脅迫等が例示されているが、「管理を害する行為」には何でも入る、政府が隠している違法な秘密を明らかにするよう、執拗に取材を続け公務員を説得する行為は、全部対象と考えるべきだ。

法には、公明党との協議に基づいて、知る権利の保障に資する報道・取材の自由に十分配慮する。取材行為は、公益を図る目的で、違法または著しく不当な方法によるものと認められない限り、正当業務行為とすると修正されている。しかし、このような修正にどれだけの意味があるかは疑問だ。

ツワネ原則の３７項は、「公務関係者による情報開示は、次に掲げる分類のいずれかに該当する不正行為を示すとき、当該情報の機密指定のいかんに関わらず、原則38から原則40までに定める条件を満たす場合において、「保護された開示」であるとみなされるべきである。保護された開示は、過去の、現在の及び予見される不正行為に適用される。」として、前記の１１項目の情報を列挙している。

原則４７(a)は「公務員以外の者は、機密情報の受領、保有又は公衆への暴露に関して、制裁を受けない。」「 (b)公務員以外の者は、情報を求めたり入手したりしたという事実を理由に、共謀その他の容疑で訴追されるべきではない。」としている。ただ、この条項に付けられた注によれば、「情報の入手又は複写に対する刑事訴追を防止することを目的にしている。しかしながら、この原則はその他の犯罪、たとえば情報を探索又は入手する過程での不法侵入や恐喝のような犯罪の免責を目的とするものではない。」としている。この原則は、ジャーナリストが情報の入手の過程で犯した犯罪があれば、これを処罰すれば、足りると考えているのである。また、公務員でない者は、情報流出の調査において、秘密の情報源やその他の非公開情報を明らかすることを強制されるべきではない（原則48）ともしている。
４　裁判における権利保障が規定されていない
刑事裁判における手続がどのように行われるかも、国会審議で十分に明らかにならなかった。

政府は、秘密の立証は外形立証の方法によって行うとしている。しかし、外形立証とは、①秘密の指定基準（指定権者、指定される秘密の範囲、指定および解除の手続）が定められていること、②当該秘密が国家機関内部の適正な運用基準に則って指定されていること、③当該秘密の種類、性質、秘扱いをする由縁等を立証することにより、当該秘密が実質秘であることを推認する方法である。このような秘密の立証方法によることも許されるとした判決も存在する（東京高裁昭和４４年３月１８日判決）。しかし、このような立証には根本的疑問がある。秘密の具体的内容に言及することなく、情報の実質に基づく、秘密指定の適否の議論は困難である。そして、このような立証を経ることなく、効果的な弁護などできるはずもない。

この点についても、ツワネ原則は重要な指針を示している。原則２８(a)は「公衆が訴訟手続へアクセスする基本的な権利は、国家安全保障が持ち出されてもこれに依拠して損なわれてはならない。」「 (d)国家安全保障を理由として、公衆の訴訟手続へのアクセスの制限が絶対に必要だとする、公的機関によって発せられるあらゆる主張に対して、公衆は異議を申し立てる機会を有するべきである。」

刑事訴訟について定める原則２９(b)は、「いかなる場合でも、被告人が証拠について精査、反論する機会を持たないまま、有罪判決を下したり、自由を剥奪したりするべきではない。」「(c)法的公正さの点から、公的機関は被告人と被告人の弁護人に対し、その個人が問われている容疑と、公正な裁判を確実に行うために必要なその他の情報を、たとえ機密扱いの情報であっても、原則３〜６、１０、２７、２８に従い、公共の利益を考慮した上で、開示するべきである。」「(d)公正な裁判を保証するために必要な情報の開示を公的機関が拒んだ場合、裁判所は審理を停止、若しくは起訴を棄却すべきである。」と定める。

日本国憲法８２条は表現の自由など人権に関する裁判の公開を絶対的な要請としており、秘密保護法違反の裁判の公開は絶対的な要請のはずである。しかし、秘密保護法は、刑事裁判と民事裁判に関して裁判所へ特定秘密の情報を提供するインカメラ手続については１０条１項ロ、ニにおいて規定しているが、その場合にツワネ原則の定めるような、公開の法廷において特定秘密を公開して審理できることを保障するための根拠規定は定められていない。

戦前の軍機保護法違反の裁判においても、傍聴者には秘密の内容は全くわからなかったという。実際には、法廷が非公開とされたり、裁判官だけに秘密が提示されて弁護人には提供されなかったり、公開の法廷で秘密の内容に言及したことで弁護士も刑事責任を問われるような扱いがなされても、これを食い止める保障がないのである。この点こそ、特定秘密保護法の根本的な欠陥の一つである。
第３　秘密保全法制になぜ第三者機関が必要なのか
１　第三者機関の必要性

　秘密保護法案の審議の過程で、にわかに第三者機関の必要性がクローズアップされた。独裁国家ではなく、現代民主主義国家において、政府が秘密指定の基準を作成し、秘密を適切に指定し、指定の解除を適切に行い、秘密文書を確実に保管し、最終的に市民に公開するための法制度を構想するならば、秘密の指定権限を持つ行政機関から完全に「独立した監視機関」がどうしても必要である。

　このようなプロセスを、秘密を管理する政府機関だけの手に委ねたのでは、制度が適切に運用されるはずがないからである。

　政府は、自らに「不都合な真実」を隠すという習性をもっている。日本政府には、特にそのような性格が宿痾のように染みついている。このような性悪説に立って秘密保護法制度を設計しなければ、政府がみずからの違法な行為を隠すという民主政治の最も根本的で深刻な病理を防ぐことはできない。
２　政府案の策定の段階では、第三者機関の設置は全く検討されていない
今回の法制定の過程で、ひとつの特筆すべきことはこのような第三者機関の必要性について、全く検討がなされていないということである。

今回の法律を準備した「秘密保全の法制の在り方に関する有識者会議」の報告書には、「第三者機関」に関する言及はゼロであり、公表されている限り、秘密保護法の策定作業の中で第三者機関について検討された形跡はない。

秘密保護法をつくるに当たってもっとも重い責任を問われるべき研究者を挙げるとしたら、この有識者会議のメンバーたちであり、とりわけ東京大学教授で憲法専攻の長谷部恭男氏だろう。憲法の専門家なら、第三者機関の必要性やその制度設計について議論できたはずである。にもかかわらず、そのような意見を述べなかっただけでなく、法案に対する表現の自由に基づく反対意見を批判し、いまだにこの法律は正しい法律だと言い切っている
。驚くべき居直りであり、知的怠慢である。政府から独立した監視機関も設置せずに、政府に違法行為があっても秘密指定されかねない仕組みを残したままこの有識者会議報告を承認した責任を憲法研究者としてどのようにして取るつもりなのだろうか。
３　秘密指定の基準・指定・保存に関する第三者機関の乱立は法の欠陥のあらわれである
行政機関の判断が恣意的になされても、それが正しくなされているかどうかをチェックする第三者機関は法律に定められた制度としては全く存在していない。

　法案審議の最終段階で、政府はたくさんの第三者機関を作ることを約束した。また、法成立後も、国会内に委員会を作るために法修正を検討するとしている。しかし、付け焼き刃のように、次々とこのような提案がなされることそのものが、法案策定の段階で第三者による監視システムが全く検討されなかったという法制定過程の根本的瑕疵のあらわれといえるだろう。

政府が１２月４，５日の参議院安全保障特別委員会で４つの「第三者機関」の設置を表明した。

①情報保全諮問会議

②保全監視委員会

③独立公文書管理監

④情報保全監察室

また、法成立後にも、国会に常設の委員会を設置する計画が浮上している。国会関係の機関を除いた組織図が情報保全諮問会議に示されているので次に掲げる。
４　ツワネ原則が求める監視機関のガイドライン
それでは、第三者機関が政府から真に独立機関を作るためには、どのような点が留意されなければならないのだろうか。ツワネ原則
は第５章において、監視機関のあり方について、詳細に規定している。

独立監視機関は、対象機関から、組織、運営、財政の面で完全に独立していなければならないこと、この機関は対象機関の保有している情報に対する完全なアクセスの権限が認められなければならないとされている。また、その権限を行使するための尋問などの権限を認め、安全保障部門は独立監視機関には協力しなければならないとされている。

このような国際水準に照らして、秘密保護法の下で政府が導入しようとしているいわゆる「第三者機関」とされる組織をひとつひとつ検討してみたい。
５　情報保全諮問会議は秘密指定の基準について個人としての有識者の意見を聞く場である
情報保全諮問会議は、今のところ法１８条第２項、第３項に規定された機関である。「政府は、特定秘密の指定及びその解除並びに適性評価の実施に関し、統一的な運用を図るための基準を定めるもの」とされており、「基準を定め、又はこれを変更しようとするときは、我が国の安全保障に関する情報の保護、行政機関等の保有する情報の公開、公文書等の管理等に関し優れた識見を有する者の意見を聴いた上で、その案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。」とされている。１月１７日の第１回会議における政府の説明としては、この諮問会議は会議体として意見をまとめて政府に提出するようなことは予定されておらず、諮問会議を構成する有識者が個人として意見を述べるだけだとされている。このような組織は、機関ですらなく、第三者機関とは呼べない。

「内閣総理大臣は、特定秘密の指定及びその解除並びに適性評価の実施が当該基準に従って行われていることを確保するため、必要があると認めるときは、行政機関の長（会計検査院を除く。）に対し、特定秘密である情報を含む資料の提出及び説明を求め、並びに特定秘密の指定及びその解除並びに適性評価の実施について改善すべき旨の指示をすることができる。」とされている（法１８条５項）。

法１９条は、「政府は、毎年、前条第三項の意見（有識者の意見）を付して、特定秘密の指定及びその解除並びに適性評価の実施の状況について国会に報告するとともに、公表するものとする。」としている。

情報保全諮問会議に選ばれたメンバーは、座長　渡辺恒雄・読売新聞グループ本社会長兼主筆、主査　永野秀雄・法政大人間環境学部教授、宇賀克也・東京大大学院法学政治学研究科教授、塩入みほも・駒沢大法学部准教授、清水勉・日本弁護士連合会情報問題対策委員長、住田裕子弁護士、南場智子ディー・エヌ・エー創業者となっている。なお、清水委員は、日弁連の推薦で委員に選ばれたものではない。日弁連は、今後もこの法律は廃止すべきであると言うスタンスで活動していくこととしている。

　２０１４年１月１７日に第１回の会議が開催されたが、会議は非公開で、非顕名の議事要旨だけが公開された。政府の数ある諮問機関の中で、これほど非公開性の高い会議はなく、密室性の高さが際立っている。この会合で配布された「今後の検討事項」というペーパーによると、この会議では、「１ 運用基準関係　○ 指定の対象となる事項の細目／○ 指定の有効期間の基準／○ 適性評価の実施基準／○ 適性評価に関する個人情報の管理方法／○ 公益通報者の保護 等　２ 政令関係　○ 指定に関する記録の作成方法（法第３条第２項）／○ 行政機関の長による特定秘密の保護措置（法第５条第１項）／○ 適性評価を受けることなく特定秘密の取扱いの業務を行うことができる者（法第11条第７号）等　３ その他　○ 第三者機関の設置・運営 等」を議論することとなっている。

　「議事要旨はＡ４判で５ページしかなかったが、情報公開された議事録は１４ページである。各委員の傾向とこの会議の方向性を知ることができるので、少し引用してみる。

住田委員は「法律は国民の安全を守るため必要」としつつ、「知る権利、取材の自由との兼ね合い」から「不安懸念がある」としている。

宇賀委員は、「運用基準について議論を行う際に、先進国の関連する運用基準を参照しつつ、国際的に見て遜色のない基準とすることが重要である。政府による説明責任と透明性の確保の要請と、安全保障に関する秘密の保護の要請とを如何に調和させるかについては、諸外国においても議論が行われ、知見が蓄積されてきたので、学ぶべき点が少なくないと考える。また、ツワネ原則も参照しつつ議論を進めるべきだと考える。」「事務局には、次回以降、欧米先進国における秘密の指定やその解除並びに適性評価の実施に関する基準やツワネ原則３章Ａに関する資料を用意していただき、本会議においてそれらを参照しつつ、国際的な相場観を踏まえた議論をできるようにしていただきたい。」と積極的な発言を行っている点が注目される。

塩入委員は、「解釈基準について不確定概念があると感じているのでしっかり議論していきたい」としつつ、「特定秘密に指定された情報に対しても情報公開法は適用され、開示請求があった場合は、特定秘密であるために不開示となるのではなく、基本的には、５条３号の安全保障に関わる重要な情報ということで不開示にされると考えるが、さらに、特定秘密の範囲は、情報公開法上の不開示事由の範囲より狭くなるべきである。そのため、今後もし、特定秘密に指定された情報に対して開示請求が行われ、審査会によるインカメラ審理の結果、開示すべきとの答申がなされた場合、特定秘密の指定が適正ではなかった

として、本法に対する信頼が揺らぐことになる。」と興味深い意見を述べている。
南場委員からは「会議が密室で行われていると批判されないよう議事運営してほしい」との意見が述べられた。
清水委員からは、「どのような国や政権でも一定の情報を一定の期間、厳格に管理するということは政府の責任として当然ある。ただ、その制度設計をどうするか、厳格に管理する一方で、公開すべき情報は極力公開し、秘密である期間もいかに短くするかが政権の信頼を得る上で重要なことである。」との意見が述べられている。
永野主査からは、「秘密の指定、保全、解除を統一的に行う仕組みができたことを嬉しく思う。秘密解除の規定が法律で初めて設けられた意義は大きい」などと、法制定を手放しで評価している点は極めて疑問である。同主査は「ツワネ原則については、アメリカの相場からいっても相当リベラルな団体により作成されたものであり、日弁連の一部の委員はヨーロッパにおいて実体法的な規範のように扱われていると主張しているが、私が調べたところでは、いくつかの留保条項が入っている。こうした点も含め、多くの争点について活発に議論していくことが重要である。」と主張している。ツワネ原則をめぐる宇賀委員と永野主査との応酬の次の展開は興味深い。こういう議論が当初は非顕名の議事要旨としてしか公表されなかったことは疑問であり、今後は情報公開など待たずに、議事録を進んで公開するべきである。
　この機関は、官僚で構成される他の機関に比べれば、有識者が選ばれた外部機関ではあるが、前述したように、基準等について意見を述べるだけで、基準を決める権限すらない。もちろん、秘密の内容を見て、指定や解除について具体的な判断ができるわけではない。対象機関からの組織的独立も、秘密へのアクセスの権限もなく、独立監視機関とは最初から言えない組織である。
６　保全監視委員会は高級情報官僚組織
保全監視委員会は、内閣官房に設置され、官房長官が、外務、防衛、警察などの事務次官クラスの官僚を集め、各行政機関の秘密指定・解除の妥当性を相互チェックするとしている。

首相は１２月４日の安全保障特別委員会において、アメリカの省庁間上訴委員会（Interagency Security Classification Appeals Panel、略称ISCAP。訳語は人によって異なる）を参考にすると説明している。行政命令第12958号によって機密資料は原則として発行日の25年後に審査を経て一般公開されると定められている。発行日より25年目以降の審査を行うのがISOOである。

この委員会は、機密指定に関する重大な役割を担う行政機関の代表者（国務省、国防省、司法省、国立公文書館、国家情報長官室、国家安全保障問題担当大統領補佐官、からの代表）による合議制の機関である。

この機関は、情報自由法（アメリカの情報公開法）に基づいて、行政機関に不開示の判断がなされたときに、請求者が不服申立をISCAPに行ったさいの適否の審査をし、また機密の自動解除を適用しない例外を認めるかどうかなどを決定するなどの権限を与えられている。
日本の情報公開制度では、不開示に関する不服は、法律に基づいて設置された情報公開・個人情報保護審査会が審査するとされていた。そして、この委員会の委員は、優れた識見を有する者のうちから、両議院の同意を得て、内閣総理大臣が任命する。この審査会には情報公開の専門家である弁護士が選任されており、行政機関が不開示とした情報について開示決定がされた例も多い。
法１０条４項には、特定秘密を情報公開・個人情報保護審査会に提示することができるとされているので、情報公開制度の利用が完全に否定されているわけではないようであるが、保全監視委員会を設けるということは、情報公開・個人情報保護審査会の権限とどのような関連となるかについては説明がされていない。いったん特定秘密に指定されると、情報公開・個人情報保護審査会による実質的な審査ができなくなると言うことを意味するのかもしれない。

次官クラスの幹部職員の集まりとは、政府そのものであり、独立性も第三者性もない。この機関は、情報公開制度から特定秘密を実質的に外すための情報秘匿のための機関と言う位置づけとなるのではないかと考えられる。

　そもそも、特定秘密の指定解除を国民の側が請求できるというシステムは、秘密保護法には規定されていない。私は、その場合にも、情報公開制度を使うという途は残されているのだと考えていたが、政府は情報公開・個人情報保護審査会を信用せず、特定秘密を情報公開制度からも、実質的に外し、骨抜きにしてしまおうとしているのかもしれない。
７　内閣府に置かれるふたつの組織も官僚組織

独立公文書管理監は、内閣府に置かれる審議官級の職とされている。国会答弁によると、「勝手に廃棄されないようにチェックを行う」「スムーズに国立公文書館に移管させる」ために設置するとされる。報道によると監察室はこの管理監の下部組織とするようだ。

「特定秘密」を解除した後は法第4条第6項により、国立公文書館等（外務省外交史料館なども含む）に「すべて」移管されると決められていた。しかし、国会審議においては、公開前に廃棄することはできることが明確にされた。公開前に廃棄されることを防止するための制度としては、廃棄できない基準を法律で定めることが基本である。それがないところで、役人による管理監を設けてみても、独立性も権限もなく、全く機能しないだろう。この組織は、「特定秘密」の間に闇に葬るための隠れ蓑と言わざるを得ない。
情報保全監察室は、内閣府に設置され、20人規模で外務省、防衛省、警察庁などの課長級未満の職員で構成されるという。上記の管理監を補佐する立場とされる。

４党修正で付加された付則九条は「政府は、行政機関の長による特定秘密の指定及びその解除に関する基準等が真に安全保障に資するものであるかどうかを独立した公正な立場において検証し、及び監察することのできる新たな機関の設置その他の特定秘密の指定及びその解除の適正を確保するために必要な方策について検討し、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。」とされている。

国会での答弁によれば、これが秘密保護法附則第九条に定める「新たな機関」であるという。自民党、公明党、維新の会、みんなの党の４党実務者協議での合意文書では、「内閣府設置法第３条」に基づいた組織とされている。内閣府設置法３条１項に「内閣府は、内閣の重要政策に関する内閣の事務を助けることを任務とする」とする一般条項に基づく設置である。

次官級の職員で設置される保全監視委員会の補佐役になるのではないかとされている。

　首相などの答弁では、米国の情報安全保障監督局（The Information Security Oversight Office、略称ISOO)を参考にしていると説明された。

情報安全保障監督局は、カーター政権のときに、行政命令第12065号（国家安全保障情報）によって設立された。国家安全に関わる機密情報を扱う機関であるため、組織的にはアメリカ国立公文書記録管理局(NARA) に属するが、方針やガイドラインはアメリカ国家安全保障会議（NSC）の指示に従うとされている。
これに対して、情報保全監察室を構成する役人たちは、言ってみれば法律の政府原案を作った張本人である。秘密指定を行っている防衛、外務、警察から出向している職員が、「独立した公正な立場」等と言うことはあり得ない。これは第三者機関とは似て非なるものである。

５日の参院の特別委員会で、維新の会の室井邦彦議員が「公正取引委員会など（国家行政組織法３条機関）と同格にする気はないか」と質問したが、菅官房長官は明確に回答していない。独立行政委員会とするつもりはないのだろう。
８　国会による監視は可能か
　自民党は、政府による秘密指定の妥当性を監視するための国会に常設機関を設置する方針を明らかにした。しかし、その制度的な内容は現時点では明らかでない。自民党は、公明党や維新の会、みんな党とも協議して通常国会に議員立法で国会法改正案を提出するとされている。その制度の検討のため、法成立後の２０１３年１２月に超党派の議員によるアメリカ、イギリス、ドイツの調査が実施されたが、現時点（２０１４年１月）ではその報告書は公表されていない。

　行政府ではなく、国会に監視機関を置くという制度設計はあり得ないわけではない。国会図書館の調査によれば、アメリカでは上下両院にそれぞれ情報特別委員会があり、中央情報局（ＣＩＡ）をはじめとする政府機関と軍の情報活動などを監視している。ドイツでも議会監督委員会が連邦情報局など情報機関に対して情報開示を求めたり、職員の事情聴取をしたりする権限を持っている
。

しかし、この場合も、制度の設計、委員の給源、情報の提供の範囲とその管理方法など討議しておくべき事項は数多い。議員は国会内での発言で外では責任を問われないとした憲法５１条との整合性なども問題となる。制度の作り方によっては、国会は行政機関の統制のもとに置かれ、最高機関性を奪われてしまう危険性すらある。今後の議論の行方を注視しなければならない。

　
９　政府提案の機関はツワネ原則の要求を満たしていない
独立監視機関の設置箇所は政府から独立性の強い国会に置くか、公正取引委員会や原子力規制委員会のように国家行政組織法の３条委員会とする必要があると考える。また、その委員の選任には野党推薦の委員も認める、市民団体の代表を入れるなど給源の多様性の確保と財政的な独立性確保が決定的に重要である。

このような観点から見ると、政府の提案している第三者機関は、法律にほとんど根拠がなく、いずれも官僚が中心であり、また、情報保全諮問会議のように機関とすら呼べない組織ばかりで、法的な独立性も、財政的な独立性もなく、ことごとくツワネ原則に反している。どれも、真に政府から独立した第三者機関とは全く認められない。

なぜ、これほどまでにひどいことになったのか。週刊現代２０１３年１２月２１日号によると、今回の秘密保護法の成立の背後で安倍首相が設置しようとした第三者機関を骨抜きにして、官僚だけの組織にしてしまった人物は警察庁警備課長（公安警察のトップ）などを歴任し、２０１１年に内閣情報官に就任した北村滋氏であると指摘されている。この記事に引用されている野党議員の発言は次のようなものだ。

「自民党は維新を賛成に引き込むために、法案の附則に『設置検討』が明記されていた第三者機関について、安倍さんが『作るぞ』と内調に指示した。ところが4日（2013年12月）に安倍さんが国会で『第三者機関』として発表したものは、第三者とはほど遠い、官僚による官僚のための『隠蔽機関』だった。安倍さんの命令すら聞かず、第三者機関を骨抜きにしようとする首謀者こそ、この北村さんなんです」

まさしく、首相をすらしのぐ権力を公安警察出身である内閣情報官が握ったと言うことが、秘密保護法成立後の日本政府の実態なのである。
１０　最初から制度の設計をやり直すべき
私は、政府の秘密指定を適切にコントロールするためには、いま、提言されている役割をすべて統合し、ツワネ原則に定められた独立性を備えた大きな機関の設立を目指すべきであると考える。そのためにも、法律が制定されてから海外調査をしなければならないような特定秘密保護法はいったん廃止して、既存の国家公務員法や情報公開法、公文書管理法などを含めて、政府の保有する情報の管理制度全体を、市民の知る権利を強く保障する方向で、根本から見直すことが必要である。
第４　公安警察が特高警察として生まれ変わる
１　なぜ公安警察情報が法の対象とされたのか
　秘密保全法制に関する有識者会議の特定した第３の特定秘密指定の分野が「公共の安全と秩序の維持」の維持であった。この点は、法律として提案される段階で、特定有害活動の防止とテロリズムの防止と言い換えられた。言うまでもなく、警察の公安警察活動が念頭に置かれている規定である。有識者会議報告にはこのカテゴリーにどのような情報が含まれるのか、ほとんど説明らしい説明はなかった。公表されている議事要旨の中で、このカテゴリーの中味について議論されている箇所は「公共の安全及び秩序の維持に関する情報は、どこまでを保護の対象とするかについて検討の必要がある。」（第２回議事要旨）という部分以外に発見できなかった。

　秘密保全法制の提案は、１９８５年のスパイ防止法案の制定の動きから引き続くものであり、緊急の必要性はGSOMIAの要請を満たすためのものであることは既に説明したとおりである。しかし、１９８０年代のスパイ防止法の時と比較しても、外交さらには公安情報へと適用対象が拡大した。私は、なぜ政府が治安関連の警察情報までを特定秘密の対象とするのかうまく理解できず、２０１２年に刊行した岩波ブックレット『いまなぜ秘密保全法制なのか』の中では、「うまく説明できない。日本国内における警察組織の発言権が増していることの表れなのか、テロ対策、組織犯罪対策におけるアメリカなどとの二国間協力の障害を除こうという意図があるのかもしれない。」と書いた。

　しかし、この一年間、各地の反対集会を重ね、大反対運動にもかかわらず、秘密保護法が可決成立してしまった時点で、はっきりと政府の意図がわかったような気がする。
２　安全保障に奉仕する公安警察
　秘密保護法によって、防衛省・外務省の防衛と外交に関する情報だけでなく、特別有害活動（いわゆるスパイ活動）とテロリズム対策に関する情報が指定の対象とされることとなった。具体的には、公安警察や公安調査庁などの公安機関の保有する情報が特定秘密として指定されるということである。

　これまでも、厚い秘密のベールに包まれていた公安警察や公安調査庁の活動実態が、特定秘密という鉄のカーテンで市民の目から隠されようとしている。秘密保護法は、防衛・外交がメインのターゲットではなく、公安警察権力の強化こそが真の目的だという意見もある。

　しかし、私は、この法律のメインの目的は、やはり戦争準備のための国内体制を固めることだと考えている。このことは、この法律が日本版ＮＳＣの設置、国家安全保障基本法案と三つの柱で、戦争準備の態勢を整えようとするものだからである。ＮＳＣは戦争の司令部を作る法律、国家安全保障基本法案は戦争をする時の手続を定めた法律である。これに対して、秘密保護法は社会そのものを戦争モードに変え、戦争に反対することそのものをスパイ視するような社会にすることで、市民が戦争に反対することを困難にしていくことを目的としているのだと考える。

　戦前の場合も、治安維持法と並んで軍機保護法の運用責任は、特高警察にあった。反体制勢力の取り締まりを目的とする治安維持法と軍事秘密の保護を目的とする軍機保護法が同じ機関によって運用されていたという歴史を忘れてはならない。
３　市民に対する監視活動を秘密にする
　つまり、政府が戦争政策を推し進める際に最も大きな障害となるのは、市民の反戦の声である。このような声にスパイとかテロリズムなどのレッテルを貼り、孤立化させ、普通の市民とは違う存在だと思わせるのに、この法律とこの法律に基づく公安警察の活動は極めて有効なのだ。

　反体制運動が沈静化する中で、公安警察はその存在意義が問われていた。１９９５年のサリン事件、２００１年の９．１１同時多発テロ事件は公安警察の大きな転機となった。公安調査庁を含めて、公安機関はテロ対策に照準を合わせ、国家安全保障に取り組む姿勢を明確にした。そして、基本的に反体制的な組織に限定されていた監視対象を市民活動全般に広げてきた。

　自民党の石破茂幹事長が、秘密保護法案に反対する市民のデモを「テロと本質的に変わらない」とブログで表明し、この法律が市民活動をテロと同一視し、取り締まりの対象としようとしていることが明るみに出された。反原発・脱原発運動は、１９７０年代から反体制運動の一種と規定され、公安警察の監視対象とされてきた。その監視活動によって集められた資料の一部が「いやがらせ」のための資料に用いられてきた。反基地闘争なども同じような扱いを受けてきただろう。そして、秘密保護法の下では改憲反対運動を含む反戦運動全体を強い監視対象としようとしている。そして、そのような公安警察の活動そのものを国家秘密のベールで覆うことが、秘密保護法の目的の一つとなったのである。まさに戦争目的に奉仕する特高警察の完全復活が秘密保護法の目的なのである。
第５　原発と原発事故について、何が隠されてきたか。
１　秘密と闘った原発訴訟
私は、弁護士となってから３０年以上、原発訴訟を担当してきた。これらの訴訟は、国や事業者の内部情報をどこまで入手できるかが勝負の分かれ目であった。福島原発事故では、メルトダウンの事実もスピーディの情報も、汚染水の漏洩も、市民の生命安全に関わる。

原発はもともと軍事技術だ。再処理・もんじゅなどプルトニウム関連の情報はこれまでも「安全保障」上の規制が厳しくかぶせられてきた。原発はテロの標的でテロ対策を口実に秘密は拡大するだろう。原発輸出に関することなどは「外交」上の秘密とされるだろう。

衆議院採決の前日である１１月２５日には福島県で公聴会が開かれ、福島原発事故時において重要情報が政府に隠蔽された経緯をふまえて、出席者全員から反対ないし懸念の声が示された。しかし、これをもとにした審議は全くなされなかった。福島の被災者の声は無視されたのである。
２　秘密とされたメルトダウンとSPEEDI
　今回の事故で政府と東京電力が秘密とした事実は数多いが、その多くが市民の安全に直結する極めて重大なものであった。とりわけ、重要なことはメルトダウンの事実の隠蔽とSPEEDIの情報公開の遅れである。

　まず、原子炉が炉心溶融を起こしており、放射性物資が広範にまき散らされる危険性を持っているという基本的事実が秘密にされた。３月１２日の会見において保安院の中村幸一郎審議官は炉心溶融の可能性に言及した。しかし、すぐに同氏はあいまいな説明を行う担当者に交替させられた*
。

　また、文部科学省などは「緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシステム」（SPEEDI）により、大気中の放射性物質の拡散予測を行っていたが、これらは速やかに公表されなかった。米軍には３日後に報告されていたというのに。

　事故から１２日目の３月２２日に国会で、議員からなぜ公表しないのかを質問され**
、３月２３日に枝野官房長官が計算例を紹介し、原子力安全委員会も試算結果を公表した。この点について、国会事故調は原子炉の状況を予測する「緊急時対策支援システム」（ＥＲＳＳ）による放出源情報が正確な情報入手できなかったので、「すみやかに公表しても避難指示に有効に活用できたバスであるという誤解と混乱を生じた」としている**
。このような説明は、遅れた公表時に政府や原子力安全委員会が述べた弁解の繰り返しである。

これに対して、政府事故調は放射性物質がサイトから北西方向に広がった３月１５日から１６日にかけて計算結果が公表されていれば、住民は放射能濃度の濃い北西方向に逃げないですみ、被曝は最小限に抑えられたと評価している。浪江町からの住民多数が３月１５日まで避難していた同市西部の津島地区が放射性物質の拡散した方向であり、高線量地域であることは、このSPEEDIによって一目瞭然であった。
（写真キャプション　津波で１８０人余が亡くなった福島県浪江町請戸の浜　この浜は、線量は低かったにもかかわらず、原発事故による緊急避難のために救助作業は実施されなかった。住民はより高線量の地域に避難させられ、遺体の収容がなされたのは事故から１ヶ月以上が経過されてからであった。政府の情報秘匿が、助けられた可能性のある命を失わせ、無用な被曝をもたらした。）
国会事故調の指摘するとおり、個別の地点での正確な被曝量を積算できるだけのデータがもたらされなかったことは事実であるが、どの方角に逃げれば被曝を低減できたかが問題となっているのであり、政府事故調の結論の方が放射性物質の降り注ぐ中を逃げまどった住民の疑問に正面から答えていると言えよう。

　結局のところ、このメルトダウンの事実とSPEEDIによる放射性物質の拡散情報は国によって故意に秘匿されたのである。そしてその理由は「パニックの防止」と説明された。準備されている秘密保全法制の用語ではパニックの防止とは「公共の安全と秩序の維持」と同義である。メルトダウンの事実とSPEEDIによる放射性物質の拡散情報が「秘密とされた理由である。
３　東京消防庁の注水作業に協力しなかった東京電力
　電源と原子炉の冷却機能を失った原子炉を破局的な災害から救ったのが、東京消防庁による継続的な代替注入の実施であった。この実施は、東京電力の努力とはほとんど関係がなく実施されたものである。この注水作業がどのような経過で実施されるにいたり、その過程でどのような困難が遭遇したかについては、毎日新聞の都内版に本年３月８回に渡って掲載された連載記事「国命の裏側で：東日本大震災・見えない敵との９日間」に、克明にまとめられている。この記事から秘密保全法制との関連で極めて興味深い事実が二つ指摘できる。作戦を立てるに当たって、東京消防庁は東京電力から原発内部の図面を入手できなかったのである。この経緯は、「テロ対策に関わる最高機密だとして、東電側からの入手が難航した原発の図面も、検査にあたる予防部職員の機転で手に入った。」と説明されている**
。この職員の行為は日本国の危機を救った英雄的な行為といえようが、秘密保全法制のもとでは明らかに特別秘密の漏示罪にあたるとされるだろう。また、「前線基地のＪビレッジ（福島県）に入った警防部長の佐藤康雄（５９）や第８方面本部ハイパーレスキュー隊総括隊長の高山幸夫（５５）らを悩ませたのは、通信状態の悪さだった。消防総監の新井雄治（６０）が陣取る東京・大手町の作戦室とは衛星無線で辛うじてつながるものの、福島第１原発付近にいる部隊とは全くつながらない。原発敷地内の免震重要棟を指揮本部にすれば問題が生じることはなかった。だが、東京消防庁はその存在を知らされていなかった。佐藤は、四角いテーブルが一つある通信車に本部を置いた。」と説明されている**
。国・東電から消防庁に対して必要な通信機器の貸与もされていなかった。免震重要棟を指揮本部にすれば問題が生じることはなかったのに、東京消防庁にはその存在すら知らされていなかったことは衝撃的な事実である。原子力をめぐる情報を秘密にしていたために、事故への的確な対策を著しく困難とし、関係者に不必要な被曝を強いたのである。
４　秘密にされた東電の津波シミュレーション
２００２年には，東京電力は福島第一原発に１０ｍを超える津波が襲う危険性を知っていた。２００４年末にはスマトラ島沖地震による大津波でインド南部のカルパカムにある原発が大津波に襲われた。２００７年には中越沖地震に見舞われた柏崎原発では想定を大幅に上回る地震動により、３０００カ所の故障が生じた。２００８年には東京電力は、マグニチュード８クラスの地震が福島沖で発生した場合、１５．７メートルの津波がおそうというシミュレーション結果を得た。２０１０年１１月　保安院は、　文部科学省の地震調査研究推進本部が「活断層の長期評価手法（暫定版）」を公表したことを契機として，東京電力に対し，津波対策の現状について説明をするように要請した。２０１１年３月７日　東京電力は、「福島第一原発及び福島第二原発における津波評価について」を提出した。その中には以下の試算が示されていた。平成１４年（２００２年）の地震調査研究推進本部の長期評価に対応した断層モデルに基づいた試算結果（明治三陸地震：Ｏ.Ｐ.＋１３．７ｍ～１５．７ｍ。延宝房総沖地震：Ｏ.Ｐ.＋１３．６ｍ）

２０１１年３月１１日　に東北地方太平洋沖地震が発生し、津波の浸水高はＯ.Ｐ.約＋１１．５～１５．５ｍであった。 本件事故発生後長期にわたって、この３月７日の報告は８月に読売新聞がスクープするまで、秘匿された。 東京電力は本件事故は３月１３日の清水社長会見以来事故は「想定外の津波」を原因とするものであり、東京電力には法的責任がないとの主張が繰り返した。国・保安院は、３月７日にこの報告を受け取っていたことを公表しなかった。 東京電力と国は事故後も事実を隠蔽した共犯関係にあった。
５　もっと大きな被害が起こりえた 
想定された最悪の事態は４号炉の使用済み燃料プールの崩壊であった。プール床は地震と爆発で、傾いた。数千トンの燃料集合体が保管されていて、燃料プールは上層階にある。大きな余震が来れば、燃料プールがひっくり返る・崩壊する可能性がある。そのときは、東京の避難も必要となる可能性がある。このことを官邸に報告した近藤駿介原子力委員会委員長のレポートも２０１１年秋まで隠された。
６　特定秘密保護法で何が変わるのか
　これから、何が起きるのか。テロ対策名目で、これまでは公表されていた施設の配置図や技術資料なども非公開とされるかもしれない。そのような動きが始まっているとの情報もある。これまでも秘密とされてきた原子力に関する情報がますます秘密とされ、原発訴訟などで、安全性のチェックをすることすら、難しくなっていく可能性がある。
第６　国家安全保障基本法案は戦争体制を確立するためのものだ
今年の前半は、秘密保護法の施行に向けた政府の準備が進む。そして次の大きな課題は、国家安全保障基本法案である。日本版NSC設置法と秘密保護法と国家安全保障基本法案は、まとめて戦争準備三法だといえる。

２０１２年１０月３１日，当時自民党総裁であった安倍晋三氏は，臨時国会の代表質問で，「集団的自衛権の行使を可能とすることによって，日米同盟はより対等となり強化され」ると，憲法解釈の見直しを求めた。内閣総理大臣に就任した安倍氏は，２０１３年１月１３日のＮＨＫテレビ番組で，「集団的自衛権行使の（憲法解釈）見直しは安倍政権の大きな方針の一つ」と述べている。

国家安全保障基本法案は，安全保障体制の見直しを目指す全12 条の法案の仮称であり，2012 年7 月6日の自民党総務会でその概要が決定されている。当初の計画では議員立法として提案するとされていた。この法律の最大の特徴は、日本国憲法９条が、戦争と武力の行使を放棄し、戦力を保持せず、交戦権を認めないとしたことを、全く無視していることである。この法案の基本方針には次のように書かれている。

第２条 （安全保障の目的、基本方針） 

　　安全保障の目的は、外部からの軍事的または非軍事的手段による直接または間接の侵害その他のあらゆる脅威に対し、防衛、外交、経済その他の諸施策を総合して、これを未然に防止しまたは排除することにより、自由と民主主義を基調とする我が国の独立と平和を守り、国益を確保することにある。 

２　 前項の目的を達成するため、次に掲げる事項を基本方針とする。 

一 国際協調を図り、国際連合憲章の目的の達成のため、我が国として積極的に寄与すること。 

二 政府は、内政を安定させ、安全保障基盤の確立に努めること。 

三 政府は、実効性の高い統合的な防衛力を効率的に整備するとともに、統合運用を基本とする柔軟かつ即応性の高い運用に努めること。 

四 国際連合憲章に定められた自衛権の行使については、必要最小限度とすること。 
これを日本国憲法第９条と読み比べてみましょう。
第９条

日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる戦争と、武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを放棄する。 

２ 　前項の目的を達するため、陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない。国の交戦権は、これを認めない。
自民党の説明によれば、別途、武力攻撃事態法と対になるような「集団自衛事態法」（仮称）、及び自衛隊法における「集団自衛出動」（仮称）的任務規定、武器使用権限に関する規定が必要とされるとされています。秘密保護法も法体系に組み入れられ、３条３項は次のように定めています。
国は、我が国の平和と安全を確保する上で必要な秘密が適切に保護されるよう、法律上・制度上必要な措置を講ずる。
秘密保護法廃止をやりにくくする法案だとも言える。
長年の自民党政権のもとでも、憲法が行使を禁じているとされてきた集団的自衛権の行使を定める１０条は、明らかに違憲である。自衛権の行使は，①急迫不正の侵害，②他に手段がない，③必要最小限という３要件を充たした必要最小限度の実力のみが許容されるとするのが政府解釈であった。

集団的自衛権は，①の要件を充たさない点で憲法９条に関する内閣法制局が繰り返し明らかにしてきた政府解釈に反する明らかな違憲立法である。法律による改憲クーデターであるといってもよい。自民党の進める憲法改正草案を立法あるいは閣議決定で先取りしようとしている。

政府が閣法として出すのか、自民党が議員立法として出すのかは、現時点で確定していない。これまでの政府の憲法解釈では、違憲立法として、閣法として提案できない。しかし、安倍晋三首相は内閣法制局の山本庸幸長官を退任させ、後任に小松一郎駐仏大使を充てた。小松氏は条約畑の外務官僚で、２００６年の第一次安倍内閣当時の外務省国際法局長ある。集団的自衛権行使容認を打ち出した当時の政府有識者懇談会に事務方として関わった人物である。法制局未経験者で外務省出身者が法制局長官となるのは前例はない。内閣法制局を力でねじ伏せて、閣法として出させる可能性が高まっている。私たちが、大きな声を上げることによって、内閣法制局の中の良心を呼び起こし、閣議決定を食い止めることができるかもしれない。今年の通常国会では、憲法の安楽死を狙うような究極の悪法が提案されようとしている。

 戦争準備三法（案）の狙いをまとめておこう。日本版ＮＳＣは戦争ができる国の中枢を担う現代版大本営を作る法律である。秘密保護法は市民の知る権利を否定し、政府のウソを秘密にし、反戦運動にテロリズムのレッテルを貼って排除し、戦争を始めやすくするための法律である。そして国家安全保障基本法（案）は、法律の形式で、憲法９条を抹殺し、戦争放棄の日本を否定して、政府が戦争を遂行するための手続と体制を作る法案である。
第７　秘密保護法案反対運動の総括と廃止運動の展望
１　容易でなかった反対運動の構築
２０１０年秋の尖閣諸島のビデオ問題が起きたとき、仙谷官房長官は１０月８日の衆議院予算委員会で、「国家公務員法の守秘義務違反の罰則は軽く、抑止力が十分ではない。秘密保全に関する法制のあり方について早急に検討したい」と発言している。筆者は当時日弁連の事務総長の職務に就いていたが、極めて重大な事態であると考え、執行部（会長宇都宮健児）で話し合い、秘密保全法制対策本部を立ち上げた。しかし、有識者会議の報告書はあっても、政府内の検討作業に関する資料はすべて秘密扱いとされた。これらの資料の一部について我々が国会議員を通じて入手したのは、秘密保護法が成立する１２月に入ってからであった。法案自体が秘密とされる中で、反対運動を広げていくことは大変な困難があった。
２　空前の盛り上がりを見せた秘密保護法案反対運動
特定秘密保護法案の反対運動が盛り上がった原因は、いくつか考えられるが、ひとつは３．１１の福島原発事故の経験が大きかった。原発事故が起きたときにメルトダウンやスピーディ、四号炉の使用済み燃料プールの崩壊の危機などの重要な情報が政府によって隠された。パニックの防止のためとして、情報をどんどん隠して後出しにするようなことが起きた。秘密保全法制がない状態でもこのようなことが起きているのに、法律ができたらどうなるのかという恐怖感、危機感が広範な市民に共有された。

２０１３年の９月には法案概要が明らかになり、特定秘密保護法案という名前になった。藤原紀香さんが反対の意見を表明し、市民の注目が集まり始めた。そのころ渋谷の勤労福祉会館で集会を開いた。このとき、会場が大きくあふれた。１０月に実行委員会をつくり、超党派の団体構成に成功した。日比谷の野外音楽堂を押さえて、１１月２１日に大集会をやることを決めた。１１月２１日の集会は３０００人の会場が開会の３０分以上前に立錐の余地もなくなり、約一万人が集まった。このとき同時に全国でも同じような行動が取り組まれていた。この日の行動は一日だけの共同行動として実現したものだった。しかし、やめるわけにいかない。「１１.２１大集会実行委員会」を「『秘密保護法案』廃案へ！実行委員会」に変え、１２月６日の会期末にもう一回野音集会をやることに決めた。その日が強行採決の日となったのは、運命の巡り合わせであるが、１２月６日には、数万の市民が国会を取り囲み、秘密保護法絶対廃案を叫び続けるという事態となった。私は、このような反対運動の広範な広がりは、法案に懸念を示すすべての勢力を結集する超党派的な運動体を作ることができたことの結果であると考えている。
３　廃止運動の開始
秘密保護法が可決した日の深夜、私はメーリングリストに一通のメールを流した。それは、「バーナムの森は動いた　秘密保護法強行採決は安倍政権の終わりの始まりだ！」というタイトルで、明日から秘密保護法の廃止運動をはじめようと呼びかけたものだった。大きな反響があり、全国から賛同の意見が寄せられた。こんどは、「『秘密保護法』廃止へ！実行委員会」として、この法律が廃止されるまで活動を続けていくこととなった。

いまのところ、秘密保護法廃止実行委員会として決まっている方針としては、法律廃止の署名運動をすることが２０１３年１２月に決まっている。２０１４年１月２３日の通常国会の会期冒頭に国会議事堂を取り囲み、秘密保護法の廃止を求めるヒューマンチェーンを３０００人の結集で成功させた。

我々の目標は特定秘密保護法の廃止と、既存の国家公務員法や自衛隊法、日米安保関連の秘密保全法制度を含めて、これを、憲法９条と２１条と自由権規約１９条、そしてツワネ原則などにもとづいて、より情報公開が図られ、市民の知る権利を保障する方向で、全面的に制度の見直しを図ることである。

法律が成立した次の国会の冒頭に、市民が国会を取り囲み、その法律の廃止を求めるという光景は、日本における長い議会政治のもとでも、例のないできごとである。どこまで、悪法は廃止されるべきであるという主権者意思を持続できるか、忘れっぽいという日本人の国民性が試されている。
４　忘れない闘い
安倍政権はこんなにひどいことをやっても、むこう三年間、次の衆議院選挙まで時間が経てば国民は今回のことをすっかり忘れてくれると思っているフシがある。我々は、忘れっぽい主権者であってはならない。今回のようなひどいことをした人たちは次の選挙でしっかりとしっぺ返しを受けるようにしなければならない、そのために、秘密保護法案に賛成した議員と反対した議員の正確なリストがいくつか出ている
。そして、市民のあいだで「ああ、そのひとは秘密保護法に賛成した人だから、入れちゃダメじゃないの？」というような会話が次の選挙の時まで普通に続いていくような状況をつくっていく必要がある。

この三年間、全国の地方選挙でも「ストップ・ジ・安倍」、要するに安倍政権を止めろということを旗印にして、政府が進めようとしている原発再稼働や特定秘密保護法、TPP、辺野古基地埋め立てなどに反対していた人を束ねるような形で選挙を闘い、勝っていく必要がある。反安倍政権の候補者が勝ち続ければ、安倍政権の暴走を止められる可能性がある。
５　暴走する安倍政権に対する国際的な包囲網を
安倍政権は、秘密保護法の成立に続いて、２０１３年末に靖国神社への参拝を強行し、中国・韓国との関係を傷つけただけでなく、アメリカとの信頼関係まで傷つけた。まさに、安倍政権は暴走をはじめている。

この法律が国会で審議されている間に、国際的な人権基準に照らして、安全保障法制として非常に問題のあるものであるという評価が示された。国会審議がなされている段階で、国際機関がこのような関心を示した背景には、安倍政権の政策がアジア地域の国際緊張を高め、この地域に戦争の危機を作り出しているという国際社会の危機感があるように思われる。このような国際的な意見を、もっと日本の市民に広く知ってもらうための国際シンポジウムができないものかと考えている。

２０１４年７月にはジュネーブの国連本部で日本も批准している国際人権自由権規約の条約機関である規約人権委員会による日本政府に対する審査が行われる。国際人権機関で日本の人権状況についての審査がおこなわれる機会に、この秘密保護法を取り上げてもらいたいと考えている。日弁連や自由人権協会、ヒューマンライツナウなどの国際人権団体が委員会へのカウンターレポートの提出を計画している。

自由権規約１９条は、憲法２１条とほぼ同趣旨のものであるが、「表現の自由。一.すべての者は、干渉されることなく意見を持つ権利を有する。二．すべての者は、表現の自由についての権利を有する。この権利には、口頭、手書き若しくは印刷、芸術の形態又は自ら選択する他の方法により、国境との関わりなく、あらゆる種類の情報及び考えを求め、受け及び伝える自由を含む」と定められている。ここに「求め、受け」と書かれている。つまり情報を知る権利が盛り込まれているのである。この自由権規約一九条をさらに細かく明文化したものが、ツワネ原則と呼ばれる「国家安全保障と情報への権利に関する国際原則

である。７月の審査の大きな焦点とし、規約人権委員会から、自由権規約とツワネ原則に基づいて、日本政府に対してこの秘密保護法を根本的に見直すべきことを内容とする厳しい勧告を出してもらいたいと思っている。
筆者が書いた秘密保護法関連の参考文献

・『刑罰に脅かされる表現の自由  NGO・ジャーナリストの知る権利をどこまで守れるか? 』(GENJINブックレット　２００９) 
・『何のための秘密保全法か――その本質とねらいを暴く』 (前田哲男と共著　岩波ブックレット　２０１２)
・『秘密法で戦争準備・原発推進』（創史社　２０１３）

・「公安警察と秘密保護法」（海渡雄一編『反原発へのいやがらせ全記録』明石書店　２０１４）

・「もう隷従しないと決意せよ」（『世界』２０１４年２月）
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